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高齢者のために 
介護保険制度について 
 
介護保険に加入する人は、４０歳以上の人全員です。 
６５歳以上の第１号被保険者と、 
４０歳から６４歳までの、第２号被保険者に分けられます。 
 
６５歳以上の人の保険料は、世帯と本人の所得状況により、 
次のように分けられます。 
 
市民税非課税の人は第１段階から第５段階 
第１段階、生活保護受給者、または、老齢福祉年金受給者、世帯全員が、市民税非課税で、

本人の前年の合計所得と、公的年金トウ収入額の、合計が８０万円以下の人は、２万２千

８００円、 
第２段階、世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の合計所得と、公的年金トウ収入額の、

合計が１２０万円以下の人は、３万８千円 
第３段階、世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の合計所得と、公的年金トウ収入額の、

合計が１２０万円を超える人は、５万３千２００円 
第４段階、世帯に課税者がいて、本人の前年の合計所得と、公的年金トウ収入額の、合計

が８０万円以下の人は、６万４千６００円 
第５段階、世帯に課税者がいて、本人の前年の合計所得と、公的年金トウ収入額の、合計

が８０万円を超える人は、７万６千円 
 
市民税課税の人は第６段階から第１２段階 
第６段階、前年の合計所得が１２０万円未満の人は、９万１千２００円 
第７段階、前年の合計所得が１２０万円以上２１０万円未満の人は、１０万２千６００円 
第８段階、前年の合計所得が２１０万円以上３２０万円未満の人は、１２万５千４００円 
第９段階、前年の合計所得が３２０万円以上４２０万円未満の人は、１４万６００円 
第１０段階、前年の合計所得が４２０万円以上６２０万円未満の人は、１５万２千円 
第１１段階、前年の合計所得が６２０万円以上８２０万円未満の人は、１５万９千６００

円 
第１２段階、前年の合計所得が８２０万円以上の人は１６万７千２００円 
 
介護保険料の納付方法は、年金からの引き落としか、納付書による納付の２種類です。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
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１　介護保険制度について

介護保険に加入する人

保険料の決め方・納め方

　年齢によって第１号被保険者と第２号被保険者に分けられ、保険料の納め方などが異なります。
　　　ア　65歳以上の人（第１号被保険者）
　　　イ　40歳～64歳の医療保険に加入している人（第２号被保険者）

　令和３年度～令和５年度にどのくらい介護サービス等が必要かによって算出した保険料の
基準額は次のとおりです。

基準額（年額）76，000円

　保険料は、基準額をもとに被保険者ごとに所得などに応じて決まります。

保険料
段　階 該当する人 算定方法 保険料

（年額）

１

本
人
が
市
民
税
非
課
税

世
帯
全
員
が
市
民
税
非
課
税

ア　生活保護受給者
イ　老齢福祉年金受給者
ウ　本人の前年の合計所得金額等と公
的年金等収入額の合計が80万円以下

基準額×0.3 22,800円

２ 本人の前年の合計所得金額等と公的年
金等収入額の合計が120万円以下 基準額×0.5 38,000円

３ 本人の前年の合計所得金額等と公的年
金等収入額の合計が120万円超 基準額×0.7 53,200円

４
世
帯
に
市
民
税

課
税
者
が
い
る

本人の前年の合計所得金額等と公的年
金等収入額の合計が80万円以下 基準額×0.85 64,600円

５ 本人の前年の合計所得金額等と公的年
金等収入額の合計が80万円超 基準額 76,000円

６ 本
人
が
市
民
税
課
税

本人の前年の合計所得金額が120万円
未満 基準額×1.2 91,200円

７ 本人の前年の合計所得金額が120万円
以上210万円未満 基準額×1.35 102,600円

８ 本人の前年の合計所得金額が210万円
以上320万円未満 基準額×1.65 125,400円

●65歳以上の人（第１号被保険者）の保険料

長寿社会課（本庁舎）　介護保険係　☎0857-30-8212
各総合支所市民福祉課（裏表紙をご覧ください。）

❶高齢者のために

問 い
合わせ
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高齢者のために 
介護保険制度について 
 
第２号被保険者は、医療保険料と一緒に納めていただきます。 
保険料は、加入されている医療保険によって異なります。 
 
保険料には、収入の少ない人を対象にした、軽減制度のほか、災害、疾病などによって 
保険料の支払いが一時的に困難となった場合のため、減免、猶予の制度があります。 
 
保険料を滞納されると、滞納期間によって、介護保険サービスを利用される際の 
個人負担が大きくなります。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
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高齢者のために

保険料
段　階 該当する人 算定方法 保険料

（年額）

９
本
人
が
市
民
税
課
税

本人の前年の合計所得金額が320万円
以上420万円未満 基準額×1.85 140,600円

10 本人の前年の合計所得金額が420万円
以上620万円未満 基準額×2 152,000円

11 本人の前年の合計所得金額が620万円
以上820万円未満 基準額×2.1 159,600円

12 本人の前年の合計所得金額が820万円
以上 基準額×2.2 167,200円

※保険料は、介護保険事業計画の見直しに応じて３年ごとに設定されます。
　保険料は、原則として年金から引き去り（特別徴収）されますが、受給されている年金の種
類や額によって、納付書で納めていただく（普通徴収）場合があります。
◦特別徴収…老齢（退職）年金、遺族年金、障害年金を受給されている人で、年金額が年額

18万円以上の人は、年金から引き去りします。
◦普通徴収…年金額が年額18万円未満の人は、市から送付される納付書により金融機関な

どの窓口で納めます。
　　☆年金額が年額18万円以上の人でも、次のような場合は、普通徴収になります。
　　　ア　年度の途中で65歳になったとき又は市外から転入したとき
　　　イ　年度の途中で保険料段階又は年金種類が変更になったとき
　　　ウ　年金を担保とした貸付の返済が始まったとき
　　　エ　年金が一時差止、支払調整又は支給停止になったとき

　保険料は、現在加入している医療保険の保険料とあわせて納めていただきます。
　保険料の金額は、加入している医療保険によって異なります。
　年度の中途で40歳になられた場合は、誕生月（誕生日が１日の場合は前月）から納めて
いただきます。

●40歳～64歳の人（第２号被保険者）の保険料

●保険料の減免・軽減制度
ア　保険料の支払猶予・減免

合 計 所 得 金 額 等…税法上の合計所得金額から「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特
別控除額」並びに「公的年金等に係る雑所得」を控除した額。給与所
得が含まれている場合は、給与所得から10万円を控除した金額を用
います。

公的年金等収入額…国民年金・厚生年金・共済年金等課税対象となる種類の年金収入額の
ことです。なお、障害年金・遺族年金、老齢福祉年金等は含まれませ
ん。

合 計 所 得 金 額…税法上の合計所得金額から「長期譲渡所得及び短期譲渡所得に係る特
別控除額」を控除した額。給与所得または公的年金等に係る雑所得が
含まれている場合は、給与所得及び公的年金等に係る雑所得の合計額
から10万円を控除した金額を用います。
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高齢者のために 
 
介護が必要となり、サービスの利用を希望する場合は、長寿社会課又は各総合支所市民福

祉課で要介護・要支援認定の申請を行うか、基本チェックリストを受けた後、介護予防ケ

アマネジメント依頼届を提出する必要があります。 
申請から認定まで 
要介護、要支援認定を受けるためには、申請書を長寿社会課、または、各総合支所、市民

福祉課へ提出します。 
申請は本人や家族のほか、地域包括支援センター、指定居宅介護支援事業者、 
介護保険施設などに、代行申請してもらうこともできます。 
申請後、市の職員などによる訪問調査を行い、その結果をもとに、 
認定の一次判定を行います。 
一次判定後、主治医からの意見書、一次判定結果などをもとに、保健、医療、福祉の専門

家からなる介護認定審査会で、要介護、要支援、非該当の認定の二次判定を行います。 
その後、認定結果にもとづいた、介護サービスの利用開始となります。 
認定を受けずに基本チェックリストを受けた場合は、介護予防ケアマネジメント依頼届を

長寿社会課、または、各総合支所、市民福祉課へ提出します。これにより、事業対象者に

該当することになります。 
認定の有効期間は、申請した翌月から６ヶ月間です。 
ただし、新規申請、変更申請の場合は１年、更新申請の場合は４年まで有効期間が延長さ

れることがあります。 
また、引き続き、介護が必要な人は、認定の有効期間が終了する６０日前から、更新の申

請ができます。 
なお、事業対象者の有効期間は、申請した翌月から６ヶ月間です。 
サービスを利用するには 
利用するサービス内容を具体的に盛り込んだ、居宅サービス計画、または、介護予防サー

ビス計画の作成が、必要です。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
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　収入の少ない人を対象にした軽減制度を設けています。保険料段階が第１段階で、下記の
条件を全て満たす人が対象となります。
Ⅰ　生活保護又は中国残留邦人などの支援給付を受給していない。
Ⅱ　本人と家族に市民税が課されていない。
Ⅲ　市民税が課されている人に扶養されていない。
Ⅳ　市民税が課されている人と生計をともにしていない。
Ⅴ　本人と家族の前年１年間の収入額及び今年１年間の収入見込額がともに65万円（世帯
員が３人以上の場合は、３人目から１人につき17.5万円を加算する。）以下である。

Ⅵ　資産などを活用しても、生活が困窮している状態（預貯金は、１人当り350万円以下で
あること。）と認められる。

　　軽減の対象となった人の保険料は、年額11,400円（第１段階の１／２）となります。

ア　１年以上滞納した場合
　サービスを利用したときに、いったん全額を支払っていただきます。その後、申請によ
り保険給付相当分（７割、８割又は９割）が払い戻されます。

イ　１年６カ月以上滞納した場合
　滞納している保険料の金額相当分が保険給付される金額から差し引かれることになりま
す。

ウ　２年以上滞納した場合
　徴収権が時効により消滅することで、保険料を支払うことができなくなります。その場
合は、保険料未納期間に応じて、サービス費用の自己負担額が引き上げられるほか、その
間は高額介護サービス費の支給等も受けられなくなります。

●保険料を滞納すると

サービスの利用
　介護が必要になった場合は、まずお住まいの地域の包括支援センターに相談してください。
　相談の結果、介護保険サービスの利用を希望する場合は、長寿社会課又は各総合支所市民福
祉課で要介護・要支援認定の申請をします。
　申請に対する認定は、原則として申請日から30日以内に行われます。ただし、特別の理由
がある場合は、30日以内に被保険者に見込期間と理由を通知したうえで、延期されることが
あります。なお、認定は、申請の日までさかのぼって有効となります。
　また、介護予防・生活支援サービス事業の利用を希望する場合は、地域包括支援センターが
行う基本チェックリストで生活機能の状態を確認します。基本チェックリストにより生活機能
の低下がみられた方は、介護予防ケアマネジメント依頼届を提出することで、要介護・要支援

認定の手続きを経ることなく介護予防・生活支援サービス事業のサービスを利用する
ことができます。

イ　保険料の軽減

　被保険者本人又はその世帯の生計中心者が、災害、疾病、失業、不作などにより一時的に
保険料の支払いが困難になった場合、申請により保険料の支払猶予又は減免を受けられると
きがあります。
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高齢者のために 
 
このページには文字情報がありません。 
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高齢者のために

●サービスの利用手順

長寿社会課又は各総合支所市民福祉課

介護予防ケアマネジ
メント依頼届を提出
します。

リハビリや福祉用具、ショートス
テイ等のサービスを希望する方

本人や家族による申請だけでな
く、地域包括支援センター、指定
居宅介護支援事業者や介護保険施
設などに申請を代行してもらうこ
とができます。

訪問型・通所型のサービ
スのみ利用を希望する方

居宅介護支援事業所の
ケアマネジャーがサー
ビス計画を作成します。

介護サービスの
利用

介護予防サービスの利用

介護予防・生活支援サービス事業の利用
地域包括支援センターの職員がサービス計画を作成します。

相
談

基本チェックリスト
　地域包括支援センターが行う基本
チェックリストで生活機能の状態を
確認します。

お住まいの地域の包括支援センター

被保険者（介護が必要になったら）

訪問調査・主治医意見書
　鳥取市の職員又は介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）が居宅を訪問し、心身の状況について本人
や家族から聞き取り調査を行います。また、鳥取市
から依頼を受けた主治医が、心身の状況について意
見書を作成します。

一次判定
　訪問調査の結果をもとに全国共通の基準により判
定を行います。

二次判定（介護認定審査会）
　保健・医療・福祉の専門家からなる介護認定審査
会で、一次判定結果や主治医意見書をもとに判定を
行います。

要介護１～５ 要支援１・２ 非該当 事業対象者 非該当

一般介護予防事業の
利用

申
請

提
出

認
定

認
定
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高齢者のために 
 
利用できるサービスの限度額 
介護サービスが利用できる上限額は、認定区分によって決まっています。 
居宅サービスの、１カ月あたりの上限額は、 
要支援１、事業対象者が、５０，３２０円、要支援２が、１０５，３１０円 
要介護１が、１６７，６５０円、要介護２が、１９７，０５０円、 
要介護３が、２７０，４８０円、要介護４が、３０９，３８０円、 
要介護５が、３６２，１７０円です。 
 
施設サービスの利用料は、認定区分や入所されている施設の種類などによって、異なりま

す。 
 
なお、サービスについては、ケアマネージャー、または、地域包括支援センタースタッフ

と相談しながら利用してください。 
 
介護保険で利用できる居宅サービスには、訪問介護、つうしょ介護、訪問入浴介護、のほ

か、 
１５の在宅サービス、施設、居住系サービスには、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、

のほか６つのサービスがあります。 
 
居宅サービスは、要介護、要支援の人が利用できますが、定期巡回、随時対応型訪問介護

看護、看護小規模多機能型居宅介護のように要支援の人が利用できないサービス、また、

利用できるサービスの内容に違いがあります。 
 
施設、居住系サービスは、要介護１から５の人が対象ですが、介護予防特定施設入居者生

活介護、介護予防認知症対応型共同生活介護 
のように、要支援、１、又は、２の人が利用できるサービスもあります。 
 
事業対象者は、市が指定した訪問型、つうしょ型サービスを利用することができます。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
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　認定有効期間は、原則として申請した月及びその後６カ月間（申請が月の初日の場合は、そ
の月を含めて６カ月間）です。新規申請・変更申請の場合は１年、更新申請の場合は４年まで
有効期間が延長されることがあります。引き続き介護が必要な方は、有効期限が終了する60
日前から更新申請することができます。
　なお、事業対象者の有効期限は、認定有効期間と同じ６カ月間です、再び基本チェックリス
トにより基準に該当することが確認できれば（再度の基本チェックリストは、有効期間が終了
する30日前から実施可能）、６カ月間延長することができます。

認定有効期間・更新について

　サービスが利用できる上限額（支給限度額）は、認定された要介護度によって決まります。
　介護支援専門員（ケアマネジャー）又は地域包括支援センタースタッフと相談しながら利
用してください。

【居宅サービス等】

設定区分 事業対象者 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
支給限度額
（１カ月あたり） 50,320円 50,320円 105,310円 167,650円 197,050円 270,480円 309,380円 362,170円

※短期入所サービスの利用は、要介護認定などの有効期間内において、原則としてその半分の
日数を超えて利用することはできません。また、連続利用は、最大30日までです。

【施設サービス】
　要介護度や入所されている施設の種類などによって利用料は、異なります。

【居宅サービス】
　色なしは、要介護１～５の人、  は、要支援１・２の人が利用できるサービスです。
なお、事業対象者は、訪問型サービス、通所型サービスのみ利用できます。

サービスの種類 内　　　容

１
訪 問 介 護 ホームヘルパーなどが家庭を訪問して、入浴や排泄、食事

などの身体介護や調理、掃除などの家事援助を行います。訪 問 型 サ ー ビ ス

２ 夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 夜間に定期的に巡回する訪問介護と、利用者から連絡を受
けて随時対応する訪問介護を組み合わせたサービスです。

３
訪 問 入 浴 介 護 浴槽を積んだ入浴車で家庭を訪問して、入浴の介護をしま

す。介護予防訪問入浴介護

４
訪 問 看 護 医師の指示のもとに、看護師などが家庭を訪問して療養上

のお世話などを行います。介 護 予 防 訪 問 看 護

５
訪問リハビリテーション 医師の指示のもとに、理学療法士や作業療法士などが家庭

を訪問して、リハビリテーションを行います。介護予防訪問リハビリテーション

●利用できるサービスの限度額

●利用できるサービス
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サービスの種類 内　　　容

６
居 宅 療 養 管 理 指 導 医師、歯科医師、薬剤師などが家庭を訪問して、療養上の

管理や指導をします。介護予防居宅療養管理指導

７

福 祉 用 具 貸 与
福祉用具の貸し出しを行います。
<対象となる福祉用具>
車いす、特殊寝台、床ずれ防止用具、体位変換器、認知症
老人徘かい感知機器、移動リフト、手すり、歩行器、歩行
補助杖、スロープ（取付け工事のいらないもの）
※下線の用具は、原則、要介護２～５の人が対象。

介護予防福祉用具貸与

８
通 所 介 護 デイサービスセンターなどの施設で、入浴や食事、機能訓

練その他日常生活に必要な介護をします。通 所 型 サ ー ビ ス

９ 地 域 密 着 型 通 所 介 護 定員が18人以下の小規模な通所介護です。

10
通所リハビリテーション

医師の指示のもとに、施設などで、理学療法士や作業療法
士などがリハビリテーションを行います。
介護予防通所リハビリテーションでは、運動器の機能向上
や栄養改善などを目的とした介護予防のサービスも選択し
利用できます。

介護予防通所リハビリテーション

11
認知症対応型通所介護 認知症高齢者を対象に、デイサービスセンターなどの施設

で、入浴や食事その他日常生活に必要な介護をします。介護予防認知症対応型通所介護

12
短 期 入 所 生 活 介 護 短期間、特別養護老人ホームなどの施設に入所していただ

き、介護をします。介護予防短期入所生活介護

13
短 期 入 所 療 養 介 護 短期間、介護老人保健施設などの施設に入所していただき、

医学的管理のもとでの介護をします。介護予防短期入所療養介護

14
小規模多機能型居宅介護 事業所で入浴や食事その他の日常生活に必要な介護を行う

「通い」のサービスのほか、利用者の状態や希望に応じ、随
時「訪問」や「泊まり」を組み合わせたサービスです。介護予防小規模多機能型居宅介護

15
特 定 福 祉 用 具 購 入 費 排泄や入浴など貸与になじまない５種類の福祉用具（腰掛

便座など）の購入費の一部を支給します。支給対象限度額は、
１年間に10万円です。特定介護予防福祉用具購入費

16 定期巡回・随時対応型訪問介護看護

定期的な巡回訪問又は随時通報を受けて、ホームヘルパー
などが要介護者の居宅を訪問し、入浴、排せつ、食事など
の介護、日常生活上の世話を行ったり、看護師などが療養
上の世話又は必要な診療の補助を行います。

17 看護小規模多機能型居宅介護 訪問看護と小規模多機能型居宅介護など複数のサービスを
組み合わせて、効果的なサービスを提供します。

18
住 宅 改 修 費

自宅で生活するために必要な手すりの取付け、段差の解消
など小規模な住宅改修費の一部を支給します。（新築や増築
は対象になりません）工事前に申請が必要です。事前に介
護支援専門員（ケアマネジャー）にご相談ください。支給
対象限度額は、20万円です。

介 護 予 防 住 宅 改 修 費
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介護保険のサービスを利用するとき、サービスの提供を受けた事業者に、 
かかった費用の１割を負担していただきます。ただし、一定以上所得しゃは２割又は３割

負担になります。 
なお、サービスの種類によっては居住費や食費などが実費負担となります。 

7

【施設・居住系サービス】

サービスの種類 内　　　容 利用できる人

19 介 護 老 人 福 祉 施 設
（特別養護老人ホーム）

常に介護が必要で、家庭での介護が困難な
寝たきりや認知症の人に対し、介護を行う
施設です。

要介護３～５

20 地域密着型介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

定員29人以下の小規模な特別養護老人ホー
ムです。常に介護が必要で、家庭での介護
が困難な寝たきりや認知症の人に対し、介
護を行う施設です。

要介護３～５

21 介 護 老 人 保 健 施 設

比較的病状が安定し、介護や看護を必要と
する人に対し、看護、医学的管理のもとで
の介護やリハビリテーションなどを行い、
在宅復帰を目指すための施設です。

要介護１～５

23 介 護 医 療 院 長期療養のための医療と日常生活上の介護
を一体的に提供する施設です。 要介護１～５

24
特定施設入居者生活介護 指定を受けた有料老人ホームやケアハウス

などに入居している人に、その施設が行う
介護などのサービスも介護保険サービスと
なります。

要介護１～５

介護予防特定施設入居者生活介護 要支援１～２

25 地域密着型特定施設入居者生活介護
定員29名以下の小規模の要介護者専用の特
定施設において介護などを行うサービスで
す。

要介護１～５

26

認知症対応型共同生活介護
（ グ ル ー プ ホ ー ム ）認知症の人が、少人数で共同生活を営める

よう介護などのお世話をします。

要介護１～５

介護予防認知症対応型共同生活介護
（ グ ル ー プ ホ ー ム ） 要支援２

サービスを利用したときの自己負担
　サービスを利用したときは、サービスの提供を受けた事業者に、かかった費用の１割を支払っ
ていただきます。ただし、下記の所得のある人は、２割又は３割負担になります。なお、サービ
スの種類によっては、居住費や食費などが実費負担となります。

　ア　３割負担になる人
　65歳以上の方で合計所得金額が220万円以上で、同一世帯の65歳以上の「年金収入＋そ
の他の合計所得金額」が単身340万円以上、２人以上世帯463万円以上の人

　イ　２割負担になる人
　65歳以上の方で合計所得金額が160万円以上で、同一世帯の65歳以上の「年金収入＋そ
の他の合計所得金額」が単身280万円以上、２人以上世帯346万円以上の人
・合 計 所 得 金 額…給与所得または公的年金等に係る雑所得が含まれている場合

は、給与所得及び公的年金等に係る雑所得の合計額から10万円
を控除した金額を用います。

・その他合計所得金額…給与所得が含まれている場合は、給与所得から10万円を控除し
た金額を用います。
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介護保険の負担軽減制度として、居住費、食費の利用者負担軽減、 
社会福祉法人トウによる利用者負担軽減、高額介護サービス費の支給があります。 
 
居住費、食費の利用者負担軽減は、介護老人福祉施設、介護老人保健施設などの居住費、 
食費について、所得の状況に応じた段階を設定し、段階ごとに、一日あたりの、 
負担上限額を決めています。 
ただし、所得や資産の状況によっては、軽減の対象とならない場合もあります。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 

8

高
齢
者
の

た
め
に

1

高齢者のために

　次の①と②の軽減制度を受けるときは、申請をして、市が発行する「認定証」などの交付を
受け、サービスを受けるときに事業者へ提示する必要があります。

◦長寿社会課又は各総合支所市民福祉課

低所得の人などへの負担軽減制度

申　請　先

　介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、短期入所生活
介護、短期入所療養介護の居住費（滞在費）・食費について、次のとおり負担限度額が決め
られます。ただし、配偶者が課税の場合又は預貯金等が要件を超える場合は、第４段階とな
ります。預貯金等の要件は金額の合計が配偶者のいない方は第１段階：1,000万以下、第２
段階：650万円以下、第３段階①：550万円以下、第３段階②：500万円以下です。配偶者
がいる方は、第１段階：2,000万円以下、第２段階：1,650万円以下、第３段階①：1,550万
円以下、第３段階②：1,500万円以下です。（第２号被保険者の方は、配偶者のいない方は
1,000万円以下、配偶者がいる方は2,000万円以下となります。）
※第１段階の預貯金等の額の要件は、市民税非課税世帯で老齢福祉年金受給者のみ適用。

利用者負担段階 負担限度額（１日あたり）
居住費・滞在費 食費

第１段階

生活保護を受けている
人又は世帯全員が市民
税非課税で、老齢福祉
年金を受給している人

ユニット型個室 820円

300円
（短期入所：300円）

ユニット型個室的多床室 490円

従来型個室 490円（320円）

多床室 0円

第２段階

世帯全員が市民税非課
税の人で、前年の合計
所得金額と課税年金収
入額と非課税年金収入
額の合計が80万円以
下の人

ユニット型個室 820円

390円
（短期入所：600円）

ユニット型個室的多床室 490円

従来型個室 490円（420円）

多床室 370円

第３段階
①

世帯全員が市民税非課
税の人で、前年の合計
所得金額と課税年金収
入額と非課税年金収入
額の合計が80万円超
120万円以下の人

ユニット型個室 1,310円

650円
（短期入所：1,000円）

ユニット型個室的多床室 1,310円

従来型個室 1,310円（820円）

多床室 370円

第３段階
②

世帯全員が市民税非課
税の人で、前年の合計
所得金額と課税年金収
入額と非課税年金収入
額の合計が120万円超
の人

ユニット型個室 1,310円
1,360円

（短期入所：1,300円）
ユニット型個室的多床室 1,310円

従来型個室 1,310円（820円）

多床室 370円

第４段階 上記以外の人 負担限度額なし 負担限度額なし

※従来型個室の（　）内は、介護老人福祉施設に入所又は短期入所生活介護を利用
した場合

●居住費・食費の利用者負担軽減……①
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社会福祉法人トウによる利用者負担軽減は、市民税非課税世帯で、世帯収入や預貯金など

が一定の条件に当てはまる人について、社会福祉法人などが行う、介護サービスを利用す

る場合の、自己負担額やサービス利用に係る居住費、及び食費を軽減します。 
 
居住費、食費の利用者負担軽減、社会福祉法人トウによる利用者負担軽減を受けるには、 
事前に、市に申請を行い、認定証の交付を受け、サービス利用の際に提示することが、必

要です。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 

9

申請に必要なもの
　本人確認書類（顔写真のあるもの１点、または顔写真のないもの２点）、本人の印鑑（委任
状にご本人が自署する場合は必要ありません。）、本人及び同一世帯員の通帳の写し

　介護保険サービスを利用されたときの自己負担額が下記の所得区分による上限額を超えた
ときは、差額分が高額介護（介護予防）サービス費として支給されます。ただし、本人の実
費負担となる食費・居住費・日常生活費などは除きます。また、同一世帯内に２人以上の要
介護者がいる場合は、合算することができます。
　高額介護（介護予防）サービス費の申請は、一度行えば、その後は上限額を超えたとき、
申請された口座に支給します。

●高額介護（介護予防）サービス費の支給

　市民税非課税世帯で、世帯収入や預貯金などが一定条件にあてはまる人については、介護
サービス費（１割負担分）、居住費（滞在費）及び食費が軽減されます。
　ただし、居住費（滞在費）及び食費の軽減が受けられるのは、特定入所者介護サービス費
又は特定入所者介護予防サービス費の支給を受けている方（①の負担軽減を受けている方）
に限ります。

軽 減 率 利用者負担額の４分の１（老齢福祉年金を受給している場合は２分の１）

対象となる
サ ー ビ ス

訪問介護、通所介護、短期入所生活介護（介護予防短期入所生活介護）、夜間
対応型訪問介護、認知症対応型通所介護（介護予防認知症対応型通所介護）、
小規模多機能型居宅介護（介護予防小規模多機能型居宅介護）、介護老人福祉
施設（地域密着型介護老人福祉施設）、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
看護小規模多機能型居宅介護、第１号訪問事業のうち介護予防訪問介護に相
当する事業、第１号通所事業のうち介護予防通所介護に相当する事業

※生活保護を受けている人については、上記のサービスのうち短期入所生活介護（介護予防短
期入所生活介護）及び介護老人福祉施設（地域密着型介護老人福祉施設）の個室の居住費（滞
在費）が100％軽減されます。

●社会福祉法人等による利用者負担軽減……②

申請に必要なもの
　本人確認書類（顔写真のあるもの１点、または顔写真のないもの２点）、本人の印鑑（委任
状にご本人が自署する場合は必要ありません。）、本人及び配偶者の通帳等の写し

【居住環境の種類】

ユ ニ ッ ト 型 個 室 食事や談話ができる共同生活室スペースを併せ持ち、一定の基準
を満たした完全な個室

ユニット型個室的多床室 食事や談話ができる共同生活スペースを併せ持つが、一定の基準
を満たしていない個室

従 来 型 個 室 食事や談話ができる共同生活スペースがない個室
多 　 床 　 室 上記のいずれにも該当しない、定員２人以上の部屋
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高齢者のために 
 
高額介護サービス費の支給は、介護保険サービスを利用されたときの、自己負担額が、 
所得区分による、上限額を超えたとき、その差額を支給します。 
ただし、本人の実費負担となる食費、居住費、日常生活費は、支給の対象となりません。 
 
支給を受ける場合は、長寿社会課、または、各総合支所市民福祉課へ、申請書を提出して

ください。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
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申請に必要なもの

　本人確認書類（顔写真のあるもの１点、または顔写真のないもの２点）、本人の印鑑（委任
状にご本人が自署する場合は必要ありません。）、振込先となる金融機関の通帳

対象となる方 世帯上限額
（１カ月当たり）

課税所得690万円以上 140,100円

課税所得380万円以上690万円未満   93,000円

課税所得145万円以上380万円未満   44,400円

世帯内のどなたかが市民税を課税されている人   44,400円

世帯全員が市民税非課税   24,600円

前年の合計所得額と課税年金収入額の合計が80万円以下の人   24,600円
15,000円（個人）

生活保護を受けている人又は老齢福祉年金を受給している人 15,000円（個人）
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高齢者のために 
高額医療・高額介護合算制度 
 
平成２０年４月より、高額医療、高額介護合算制度が始まり、１年間に要した、医療、介

護サービス両方の自己負担額を世帯で合計して、限度額を超える金額が支給されるように

なりました。 
支給の対象となるのは、毎年８月１日から翌年７月３１日までの１年間に、医療、及び、 
介護サービスの両方に自己負担がある場合です。 
医療費については、同一の医療保険に限り、世帯の自己負担額として合算できます。 
同一世帯であっても、加入されている医療保険が異なれば、別世帯扱いとなり、 
医療費として、合算することはできません。 
また、自己負担額には、食費、差額ベッド代などの保険対象外の実費費用は、含みません。 
 
医療保険の所得区分に応じた限度額の詳細や運用については、お問い合せください。 
 
該当する場合は、申請書に必要な書類を添付し、長寿社会課、または、各総合支所、市民

福祉課へ提出してください。 
 
問い合せ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
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２　高額医療・高額介護合算制度

高額医療・高額介護合算制度について
　平成20年４月分から高額医療・高額介護合算制度が始まり、両方の自己負担額を世帯で合
計して、自己負担限度額を超える金額が支給されるようになりました。

長寿社会課（本庁舎）　介護保険係　　　☎0857-30-8212
保険年金課（本庁舎）　国民健康保険係　☎0857-30-8222
　　　　　　　　　　長寿医療係　　　☎0857-30-8225
各総合支所市民福祉課（裏表紙をご覧ください。）

　８月１日～翌年７月31日の期間（12カ月）において、介護サービス及び医療の両方に自
己負担額がある世帯が対象です。
　世帯内で「同一の医療保険」に加入している人の自己負担額を合算することができます。
同じ世帯でも国民健康保険、職場の健康保険、長寿医療制度（後期高齢者医療制度）では、
それぞれ別の世帯として算定されます。
※なお、食費、差額ベッド代、介護施設の居住費など保険が使えない費用は、対象外となります。

　自己負担限度額は、８月１日～翌年７月31日の期間（12カ月）で算出します。医療保険の
所得区分に応じた自己負担限度額の詳細や運用など、詳しいことは、お問い合わせください。

●算定の対象となる自己負担額

●各世帯の自己負担限度額

申請から支給までの流れ

申請に必要なもの
　長寿社会課又は各総合支所市民福祉課の窓口に以下のものをお持ちください。
　介護サービス利用者の介護保険被保険者証、国民健康保険又は長寿医療制度（後期
高齢者医療制度）の加入者は、それぞれの被保険者証、支給される場合の振込先とな
る銀行口座がわかるもの、本人の印鑑（委任状にご本人が自署する場合は必要ありま
せん。）

支給額を通知

1

支給（介護サービス分）

2

自己負担額
証明書の交付申請

支給（医療分）

3

55

交付された
②の証明書を
添付して申請

者

証明書交付

長
寿
社

被　

保　

険　会
課 険

加
入
し
て
い
る

医　

療　

保　

4

※国民健康保険又は長寿医療制度（後期高齢者医療制度）の加入者は、③の手続きは必要ありません

問 い
合わせ
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高齢者のために 
地域包括支援センター 
 
地域でくらす皆さんが、住み慣れた地域で、その人らしい生活を続けられるように、主任

ケアマネジャー、社会福祉士、保健師などが、それぞれの専門性を活かし、チームを組ん

で、介護、福祉、健康、医療など、さまざまな面で支援を行うための総合相談機関です。 
相談したいカタは、お住まいの地域を担当する、各地域包括支援センターまで、ご連絡く

ださい。 
国府中学校区、福部未来学園校区は、 
鳥取中央地域包括支援センターが担当です。 
電話番号０８５７－２０－３４５７。 
北、中ノ郷中学校区は、鳥取北地域包括支援センターが担当です。 
電話番号０８５７－２０－２２０５ 
西中学校区は、鳥取西地域包括支援センターが担当です。 

電話番号０８５７－５０－０７１７ 

南中学校区は、鳥取南地域包括支援センターが担当です。 

電話番号０８５７－５４－１０２３ 

桜ヶ丘中学校区は、鳥取桜ヶ丘地域包括支援センターが担当です。 

電話番号０８５７－５１－１２５０ 

東中学校区は、鳥取東地域包括支援センターが担当です。 

電話番号０８５７－３０－５７１１ 

湖東中学校区は、鳥取こやま地域包括支援センターが担当です。 
電話番号０８５７－３２－２７２７ 
高草中学校区、江山学園、湖南学園校区は、鳥取高草地域包括支援センターが担当です。 
電話番号０８５７－５１－８１１２ 
河原、せんだい南中学校区は、鳥取市南部地域包括支援センターが担当です。 
電話番号、０８５８－７６－２３５１ 
気高、青谷中学校区、鹿野学園校区は、鳥取市西部地域包括支援センターが担当です。 
電話番号０８５７－３０－７７８０ 
 
問い合せ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
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高齢者のために

３　地域包括支援センター
　地域でくらす皆さんが住み慣れた地域で、その人らしい生活を続けられるように、介護・福祉・
健康・医療などさまざまな面で支援を行うための総合相談機関です。

介護や健康のこと

◦要支援１・２と認定された人及び基本チェックリ
ストに該当した人の介護予防ケアマネジメント

◦おたっしゃ教室（→Ｐ15）への参加支援
◦要介護認定の代行申請
◦地域での介護予防のための啓発活動
◦認知症に関する啓発活動（認知症サポーター
養成講座の開催→Ｐ16）　　　　　　　  など

虐待防止や権利擁護のこと

◦高齢者虐待に関する相談や連絡・通報
◦財産管理に自信がなくなったときの相談
◦消費者被害などの相談
◦認知症などにより判断能力が十分でない人に
対しての、成年後見制度等の利用支援　 など

さまざまな相談ごと（総合相談）

◦近所のひとり暮らしの高齢者が心配
◦退院後の生活が心配
◦福祉や保健に関する相談
◦認知症など医療に関する相談　　　　　など

暮らしやすい地域のために

◦地域の介護支援専門員（ケアマネジャー）の支援
◦医療機関、民生委員、社会福祉協議会、介護
サービス事業者などの関係機関等の連携支援

など

名　　称 所　在　地 担当区域
（中学校区） 電話番号

鳥 取 中 央 地 域
包括支援センター

幸町71番地
（市役所本庁舎１階）

国府、
福部未来学園

（0857）
20-3457

鳥 取 北 地 域
包括支援センター

秋里1181
（デイサービスセンター鳥取北内） 北、中ノ郷 （0857）

20-2205

鳥 取 西 地 域
包括支援センター

西品治280-1
（鳥取西デイサービスセンター内） 西 （0857）

50-0717

鳥 取 南 地 域
包括支援センター

的場二丁目１
（鳥取市南デイサービスセンター内） 南 （0857）

54-1023

利用方法　各担当センターへ

地域包括支援センター
主任ケアマネジャー、社会福祉士、保健師などがそれぞれの専門性を活かしなが
ら、ひとつの「チーム」を組んで高齢者や家族の支援を行います。

　（※令和４年１月１日現在）
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高齢者のために 
高齢者のための福祉サービス 
高齢者の安全、安心な生活のために、次のサービスを実施しています。 
 
安心ホットラインサービス 
急病や災害など緊急事態に、簡単な操作による通報で、協力員などの助けが受けられるよ

うに連絡調整します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
ひとり暮らし高齢者トウ、福祉電話設置援助サービス 
安心ホットラインサービスを受ける必要があるが、電話の開設、維持が困難な人に、   

電話機の無償貸与や費用の一部を助成します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
ふれあい型食事サービス 
各地域のボランティアの協力によって、ひとり暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯、 
シンタイにしょうがいがある人を対象に、食事サービスを行っています。 
問い合わせ先、市社会福祉協議会、０８５７－２４－３１８０ 
 
けいど家事援助サービス 
本人や家族の急な病気などにより、一時的に生活機能が低下した人に、援助員を派遣し、 
けいどな家事援助を行います。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
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名　　称 所　在　地 担当区域
（中学校区） 電話番号

鳥取桜ヶ丘地域
包括支援センター

津ノ井256-2
（鳥取市桜ヶ丘デイサービスセンター内） 桜ヶ丘 （0857）

51-1250

鳥 取 東 地 域
包括支援センター

滝山374-1
（鳥取市東デイサービスセンター内） 東 （0857）

30-5711

鳥取こやま地域
包括支援センター

湖山町西一丁目512
（学習・交流センター２階） 湖東 （0857）

32-2727

鳥 取 高 草 地 域
包括支援センター

服部204-1
（特別養護老人ホームはまゆう内）

江山学園、高草、
湖南学園

（0857）
51-8112

鳥取市南部地域
包括支援センター

用瀬町別府96-2
（用瀬地区保健センター内） 河原、千代南 （0858）

76-2351

鳥取市西部地域
包括支援センター

気高町浜村8-8
（気高町老人福祉センター内）

気高、鹿野学園、
青谷

（0857）
30-7780

４　高齢者のための福祉サービス

高齢者の安全、安心な在宅生活のために

　急病や災害などの緊急事態に、簡単な操作による通報で、協力員などの助けが受けられる
ように連絡調整します。

◦おおむね65歳以上の高齢者のみの世帯など
◦300円、800円/月（所得に応じ異なります。生活保護世帯は、無料）

　安心ホットラインサービスを受ける必要があるが、経済的に電話開設・維持の自己負担が
困難な人に、必要な機器などを無償貸与するとともに費用の一部を助成します。

◦安心ホットラインサービスの利用が必要で、低所得のため、現に電話を開
設できていない市民税非課税世帯の人（従来からの適用者は、この限りで
はありません。）

◦毎月の電話通話料（設置費、基本料金等については、市が負担します）

●安心ホットラインサービス

●ひとり暮らし高齢者等福祉電話設置援助サービス

対　象　者

対　象　者

自 己 負 担

利　用　料

長寿社会課（本庁舎）　管理係　　　　　　　☎0857-30-8211
　　　　　　　　　　介護保険係　　　　　☎0857-30-8212
　　　　　　　　　　地域包括ケア推進係　☎0857-30-8213
各総合支所市民福祉課（裏表紙をご覧ください。）

問 い
合わせ
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高齢者のために 
 
生活管理指導、短期宿泊サービス 
要介護、要支援の状態になる恐れのある高齢者が、養護老人ホームに宿泊し、 
生活習慣などの指導を受けられます。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
高齢者日常生活用具、購入費の助成 
認知症などにより、火の管理に不安のある高齢者などが、 
火事の予防につながる用具を購入するとき、費用の一部を助成します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
高齢者の一時保護 
虐待により生命の危機に直面している高齢者を、施設で一時的に保護します。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
おたっしゃ教室 
６５歳以上の高齢者を対象に、運動指導、食生活改善指導などを行う教室を開催します。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
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高齢者のために

　本人等の意欲減退などによるものではなく、本人や家族の急な病気などにより一時的に生
活機能が低下した人に、援助員を派遣し、軽度な家事援助を行います。

◦おおむね65歳以上の市民税非課税世帯ひとり暮らしの高齢者などで、本人
や介護者の骨折、病気などで一時的に生活機能が低下し、炊事、洗濯、掃
除、ゴミ出しなどの軽度な家事の援助が必要な人。ただし、介護保険サー
ビスで対応出来るものは、介護保険サービスの利用を優先します。

◦11時間/月まで
◦80円/30分（生活保護世帯は、無料）

　要介護・要支援の状態になるおそれのある高齢者が、養護老人ホームに宿泊し、生活習慣
などの指導を受けられます。

◦基本的な生活習慣が十分でないことにより生活機能が低下し、要介護・要
支援状態になるおそれのある、おおむね65歳以上の高齢者（要介護、要支
援認定者を除く。）

◦21日/年まで
◦（基本料）708円/日
◦（食事料）朝食：380円/食、昼・夕食：500円/食

　認知症などにより火の管理に不安のある高齢者などが、火事の予防につながる用具を購入
する費用の一部を助成します。

◦おおむね65歳以上のひとり暮らし高齢者などで、認知症などにより火の管
理に不安のある市民税非課税の世帯

◦電磁調理器、自動消火器のうち１品目で、数量の制限があります。
◦電磁調理器上限３万円、自動消火器上限２万円のうち、10分の９に相当す
る額

　虐待により生命の危機に直面している高齢者を、施設で一時的に保護します。
◦虐待により生命の危機に直面していて、頼るべき親族などがいない高齢者
など

◦食費等別途利用料がかかります。

●軽度家事援助サービス

●生活管理指導短期宿泊サービス

●高齢者日常生活用具購入費の助成

●高齢者の一時保護

対　象　者

対　象　者

対　象　者

対　象　者

利 用 時 間

利 用 期 間

助成対象用具

利　用　料

利　用　料

利　用　料

助　成　額

　各地域のボランティアの協力により、ひとり暮らしの高齢者、高齢者のみの世帯、身体に
障がいがある人などを対象に食事サービスを行っています。

◦市社会福祉協議会（地域福祉課）　☎ 0857-24-3180
◦各総合福祉センター（95ページをご覧ください。）又は民生委
員・児童委員

●ふれあい型食事サービス

問い合わせ・申し込み



529文字                15   

高齢者のために 
 
あんしん介護相談員の派遣 
介護保険サービスが提供されている施設、自宅へ相談員を派遣し、サービスに対する 
利用者の疑問や不満の解消、サービスの質的な向上を図ります。 
問い合わせ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
 
高齢者トウ公共交通利用支援事業 

高齢者の外出支援のため、高齢者向けバス定期券を割引で購入できます。 

問い合わせ先、鳥取駅前バスターミナル、０８５７－２７－１０２２ 
 
寝具丸洗い、乾燥サービス 
病気を防ぎ、しんしんともに健康な生活を送ってもらうために、寝具の丸洗いなどを行い

ます。 

問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
高齢者のための居住環境整備費に対する助成 
介護の必要な高齢者の、日常生活での利便や、安全性を図るため、改修工事費用の一部を 
助成します。 
問い合わせ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
 
住宅改修指導サービス 
居住環境整備事業の助成を受ける人の、疑問や不安を解消するため、建築士を派遣し、 
専門的な視点から、住宅の改修内容について助言を行います。 
問い合わせ先、長寿社会課、介護保険係、０８５７－３０－８２１２ 
各総合支所、市民福祉課 
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　65歳以上の高齢者を対象に、運動指導や栄養指導、口腔ケア指導、認知症予防を目的と
した教室を開催します。

◦65歳以上の高齢者（医師から運動制限を受けている人、介護保険の通所系
サービス、リハビリテーションを利用している人を除く。）
◦３か月間（１回あたり２時間程度、全12回）で運動や栄養、歯と口の健康、
認知症予防を目的とした講話と実技を内容とした通所型集団運動教室
◦必要な人には送迎を行います。
◦１回　500円
◦各地域包括支援センター（12ページをご覧ください。）

　介護の必要な高齢者の日常生活の利便や安全を図るための改修工事費用の一部を助成しま
す（新築・増築及び高齢者の生活動線上以外の工事は、対象外）。

◦介護保険要介護・要支援認定を受けた人で、本人及び同一住所を有する家
族全員が市民税非課税

◦対象工事費のうち20万円までは３分の２、20万円超から80万円までは２
分の１（上限43万３千円）
◦この助成のほかに、介護保険で住宅改修費の給付制度があります。
◦工事着工前に申請が必要です。

　高齢者の外出支援のため、日ノ丸自動車株式会社及び日本交通株式会社が販売する高齢者
向けバス定期券を割引で購入できます。

◦65歳以上の高齢者または運転免許証返納者
◦鳥取駅前バスターミナル　☎ 0857-27-1022

　介護保険サービスが提供されている施設や居宅へ相談員を派遣し、利用者のサービスに対
する疑問や不満、不安の解消を図るとともに、事業者におけるサービスの質的な向上を図り
ます。

◦在宅または施設で介護保険サービスを受けている人

　病気を防ぎ、心身ともに健康な生活を送ってもらうために、寝具の丸洗いなどを行います。
◦65歳以上で要介護１～３の在宅の市民税非課税の高齢者のみの世帯の人
（年２回）
◦65歳以上で要介護４又は５の在宅の人（年４回）
◦１回につき、掛け布団、敷き布団、毛布を組み合わせ計３枚まで（組み合
わせにより３枚とならない場合もあります。）

◦羽毛掛け布団300円/枚、掛・敷布団200円/枚、毛布100円/枚

●おたっしゃ教室

●高齢者のための居住環境整備費に対する助成

●高齢者等公共交通利用支援事業

●あんしん介護相談員の派遣

●寝具丸洗い乾燥サービス

対　象　者

対　象　者

助　成　額

そ　の　他

対　象　者
購入申し込み

対　象　者

対　象　者

利用回数等

教室の内容

利　用　料

利　用　料

問い合わせ



572文字                16   

高齢者のために 
 
法定後見の市長申立 
成年後見制度の利用が必要な人で、本人及び親族による申立ができない場合は、市長によ

る法定後見の開始申立ができます。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
成年後見制度利用支援 
申立て費用や選任された成年後見人トウへの報酬の支払いが困難な人に、申立て費用や報

酬の一部、または全部を助成します。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
おれんじドア 
認知症本人によるピアサポートです。認知症の本人同士の出会いを大切にし、本人にとっ

て良い情報を伝えあい、認知症とともに、新たな暮らしをスタートできる入り口となる場

所です。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
認知症サポーター養成講座 
認知症の人や家族の応援者が 1人でも増えるよう、出前講座を開催します。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
オレンジカフェ 
認知症の本人と家族、地域住民、専門職の誰もが参加でき、お茶を楽しみながら 
気軽に立ち寄れる、集いの場です。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
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た
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に

1

高齢者のために

　高齢者のための居住環境整備費に対する助成を受ける人の住宅改修の疑問や不安を解消す
るため、建築士を派遣し、専門的な視点から改修内容についての助言を行います。

●住宅改修指導サービス

　成年後見制度の利用が必要な人で、本人及び親族による申立ができない場合は、市長によ
る法定後見の開始申立ができます。

◦判断能力が十分でない高齢者等で、申立てを行う人がいない人
◦申立て費用や選任された後見人などへの報酬（資力に応じ、費用の一部又
は全部が助成されます。）

認知症の人や家族の応援者が１人でも増えるよう、地域、職域、学校などに認知症について
の基礎的な知識を持つキャラバン・メイトを派遣し、出前講座を開催します。

◦認知症について関心をお持ちの人。少人数でも可。
◦公民館等会場の確保をお願いします。
◦各地域包括支援センター（12ページをご覧ください。）

　認知症の人と家族、地域住民、専門職等の誰もが参加でき、お茶等を楽しみながら気軽に
立ち寄れる集いの場です。介護の相談だけではなく、認知症になっても安心して暮らし続け
ることができるよう情報交換をします。

◦各地域包括支援センター（12ページをご覧ください。）

　市長申立以外でも、申立て費用や選任された成年後見人等への報酬の支払いが困難な人
に、申立て費用や報酬の一部又は全部を助成します。

◦生活保護を受けている等により、申立て費用や選任された成年後見人等へ
の報酬の支払いが困難と認められる人

●法定後見の市長申立

●認知症サポーター養成講座

●オレンジカフェ

●成年後見制度利用支援

対　象　者

対　象　者

対　象　者

自 己 負 担

開 催 場 所
問い合わせ

　認知症の本人によるピアサポートです。認知症の本人同士の出会いを大切にし、本人に
とって良い情報を伝えあい、認知症とともに新たな暮らしをスタートできる入り口となる場
所です。

◦毎月第４木曜日　午前10時～12時
◦渡辺病院南館１階（鳥取市東町三丁目307番地）

●おれんじドア

と　　　き
と　こ　ろ

問い合わせ



288文字                17   

高齢者のために 
 
外国人高齢者福祉手当 
国民年金が支給されないなど、低所得の外国人高齢者に対して、福祉手当を、支給します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
愛の訪問協力員 
ひとり暮らしの高齢者を、愛の訪問協力員が定期的に訪問し、安否確認などを行います。 
問い合せ先、市社会福祉協議会、０８５７－２４－３１８０ 
 
となり組福祉員 
地区の社会福祉協議会や民生委員、児童委員と連携し、地域の福祉に関する問題を 
いち早くつかみ、地域での解決に結びつけたり、公的サービスにつなぐ活動を、 
おこなっています。 
問い合せ先、市社会福祉協議会、０８５７－２４－３１８０ 
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　国民年金が支給されないなど、低所得の外国人高齢者に対して、福祉手当を支給します。
◦大正15年４月１日以前に生まれ、昭和57年１月１日以前に国内に外国人登
録をし、同日後に外国人住民として住民基本台帳に記録され、本市に居住
する人で次の条件をすべて満たす人
　ア　生活保護を受けていない人
　イ　第一種社会福祉事業の施設に入所していない人
　ウ　公的年金などの受給年額が30万円以下の人又は受給していない人
◦２万５千円 /月（公的年金などの受給者は、年金月額を差し引いた額）
◦本人、配偶者、扶養義務者の所得額などにより支給されない場合があります。

●外国人高齢者福祉手当

対　象　者

支　給　額
そ　の　他

　ひとり暮らしの高齢者を愛の訪問協力員が定期的に訪問したり､安否確認などを行います。
◦おおむね65歳以上のひとり暮らし高齢者（希望者のみ）

◦市社会福祉協議会（地域福祉課）　☎ 0857-24-3180
◦各総合福祉センター（95ページをご覧ください。）
◦民生委員・児童委員

　地区社会福祉協議会や民生委員・児童委員と連携し、地域の福祉に関する問題などをいち
早くつかみ、地域での解決に結びつけたり、公的サービスにつなぐ活動を行っています。

◦市社会福祉協議会（地域福祉課）　☎ 0857-24-3180
◦各総合福祉センター（95ページをご覧ください。）

●愛の訪問協力員

●となり組福祉員

対　象　者
問い合わせ・申し込み

問い合わせ・申し込み

地域での自立した生活が不安な高齢者のために

　環境上及び経済的理由から居宅で養護を受けることが困難な、おおむね65歳以上の高齢
者に入所措置を行います。

◦環境上及び経済的理由から入所措置が必要と入所判定委員会が認めた高齢者
◦鳥取市養護老人ホーム「なごみ苑」
　※必要に応じて、他の養護老人ホームへの入所も行います
◦（本人負担）無料～14万円/月まで（収入に応じて異なります。）
◦（扶養義務者負担）扶養義務者（配偶者・子の中で１人）も、所得税額に
応じた負担が、毎月必要です。

●養護老人ホーム

対　象　者

利　用　料

入所措置施設

長寿社会課（本庁舎）　管理係　　　　　　　☎0857-30-8211
　　　　　　　　　　地域包括ケア推進係　☎0857-30-8213
各総合支所市民福祉課（裏表紙をご覧ください。）

問 い
合わせ



395文字               18   

高齢者のために 
 
地域での自立した生活が不安な高齢者のために、次のサービスを実施しています。 
 
養護老人ホーム 
環境上、及び経済的理由などから、居宅での養護を受けることが困難な、 
おおむね６５歳以上の高齢者に入所の措置を行います。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
生活支援ハウス 
自立した生活を送ることはできるものの、高齢などのため独立して生活することに 
不安のある人に、相談機能や緊急時の対応機能がある住居を提供します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
高齢者世話つき住宅、生活援助員派遣サービス 
バリアフリーに配慮し、緊急時の通報機能などを備えた高齢者、世話つき住宅に、 
生活援助員を派遣し、生活指導、相談などを行います。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
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高齢者のために

　バリアフリーに配慮し、緊急時の通報機能などを備えた高齢者世話付住宅（シルバーハウ
ジング）の入居者に、生活援助員を派遣し、生活指導、相談などを行います。

◦高齢者世話付住宅に居住する人
◦市営住宅（賀露、湖山、大森、材木、湯所）
◦無料～4,900円/月（所得に応じて異なります。）

　高齢者世帯や介護の必要な高齢者と生活している人が、地域の中で安心して暮らしていた
だけるよう、手助けが必要な人と手助けができる人に会員登録をしていただき、簡単な家事
等の援助が受けられるよう、お手伝いをします。

◦依頼会員として事前に登録した人（65歳以上の高齢者）
◦協力会員として事前に登録した人（依頼会員のお宅へ訪問し、援助できる人）
◦掃除、食事の準備・後片付け、病院への付添いなど、軽度で専門性を要し
ないもの（身体介護を伴う援助、送迎は、行いません。）
◦平日 午前７時～午後８時：600円/時間
◦平日 午後８時～午前７時、土日・祝日、12/29～1/3：800円/時間
◦鳥取ファミリー・サポート・センター（さざんか会館１階）
　☎ 0857-22-7474
◦各総合福祉センター（95ページをご覧ください。）

●高齢者世話付住宅生活援助員派遣サービス

●ファミリー・サポート・センター（生活援助型）

対　象　者

利　用　料
対 象 施 設

在宅で高齢者を介護する家族のために
長寿社会課（本庁舎）　管理係　　　　　　　☎0857-30-8211
　　　　　　　　　　地域包括ケア推進係　☎0857-30-8213
各総合支所市民福祉課（裏表紙をご覧ください。）

対　象　者

利　用　料

援 助 内 容

問い合わせ先

問 い
合わせ

　自立した生活を送ることはできるものの、高齢などのため独立して生活することに不安の
ある人に、相談機能や緊急時の対応機能がある住居を提供します。

◦収入が250万円以下で、自立した生活を送ることができるが、高齢などのた
め独立した生活に不安のある、次の条件のいずれかを満たす人（必要に応
じて、収入が250万円を超える場合であっても、一時的な入居ができます。）

　ア　60歳以上のひとり暮らし高齢者
　イ　60歳以上で夫婦のみの世帯
　ウ　家族による援助を受けることが困難な高齢者
◦いなば幸朋苑、ふれあいハウスたかくさ、青谷町高齢者生活福祉センター
「やすらぎ」
◦無料～５万円/月（収入に応じて異なります。）。ただし、食費や共益費が別
途必要です。

●生活支援ハウス

対　象　者

利　用　料

利用可能施設



560文字               19   

高齢者のために 
 
在宅で高齢者を介護する家族のために、次のサービスを提供しています。 
 
ファミリーサポートセンター、生活援助型 
簡単な家事トウの手助けが必要な人と、手助けができる人に会員登録していただき、りょ

うしゃを結びつけるお手伝いをしています。 
問い合わせ先、 
鳥取ファミリーサポートセンター０８５７－２２－７４７４ 
各総合福祉センター 
 
認知症高齢者、家族やすらぎ、支援サービス 
認知症の在宅高齢者を介護する家族の、しんしんの負担を軽減するため、支援員を派遣し、 
介護者に代わり、みまもりを行い、話し相手となります。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
家族介護用品、購入費の助成 
要介護４または５で市民税非課税の高齢者と、同居し在宅で介護する、市民税非課税世帯

の家族の、経済的負担を軽減するため、紙おむつなどの、介護用品に使えるクーポン券を

交付します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
認知症高齢者、位置検索システム、利用支援サービス 
認知症トウによりひとりでの外出が不安な高齢者が、安心して外出するための位置検索サ

ービスを利用する際の、初期費用の一部を助成します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
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　認知症の在宅高齢者を介護する家族の心身の負担を軽減するため、支援員を派遣し、介護
者の代わりに見守りを行い、話し相手となります。

◦認知症の在宅高齢者を介護している家族。ただし、対象となる高齢者が身
体介護を常時必要とする場合は、利用できません。
◦20時間/月まで
◦100円/30分（生活保護世帯は、無料）

　高齢者を在宅で介護する家族の経済的負担を軽減するため、紙おむつなどの介護用品の購
入に使えるクーポン券を交付します。

◦要介護４又は５の市民税非課税の高齢者と同居し、在宅で介護する市民税
非課税世帯の家族
◦年間７万５千円（年度を３期に分け、１期につき２万５千円の交付）

●認知症高齢者家族やすらぎ支援サービス

●家族介護用品購入費の助成

対　象　者

対　象　者

助　成　額

利　用　料
利 用 時 間

　認知症等によりひとりでの外出が不安な高齢者が、安心して外出するための位置検索サー
ビスを利用する際の初期費用の一部を助成します。

◦市内在住で認知症等によりひとりでの外出が不安な高齢者及びその家族
◦上限１万円

　介護保険サービスを利用しないで、高齢者を在宅で介護する家族に慰労金を支給します。
◦過去１年間（３カ月以上入院している場合は、その期間を除く。）、介護保
険サービスを利用していない（年７日間の短期入所サービスを除く）要介
護４又は５で市民税非課税の高齢者と同居し、在宅で介護する市民税非課
税世帯の家族
◦10万円

　認知症によりひとりで外出することに不安のある人やトラブルに巻き込まれる心配のある
人を、事前に登録していただき、認知症になっても安心して外出できるような仕組みを作り
ながら、万が一の場合に備えるための事業です。

◦本人の顔写真と全身写真の２枚をお持ちになり、本人家族又は親族が申請
してください。
◦登録情報は、市と警察署で保管し、行方不明になった場合に迅速に情報を
活用します。
◦各地域包括支援センター（12ページをご覧ください。）

●認知症高齢者等位置検索システム利用支援サービス

●家族介護者への慰労金支給

●認知症高齢者等安心見守り登録事業

対　象　者

対　象　者

登 録 方 法

助　成　額

支　給　額

登録の流れ

問い合わせ



485文字               20  

高齢者のために 
 
認知症高齢者トウ、安心見守り登録事業 
認知症トウによりひとりで外出することに不安のある人や、トラブルに巻きこまれる心配

のある人を登録していただき、認知症になっても安心して外出できるよう、仕組みを作り

ながら、万が一の場合に備えるための事業です。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
家族介護しゃへの慰労金支給 
介護保険サービスを利用しないで、過去１年間、要介護４または５で、市民税非課税の 
高齢者と同居し、介護する市民税非課税の家族に、慰労金を支給します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
 
認知症介護家族の集い 
認知症の本人も家族も希望を持って暮らせるよう、情報交換をしながら交流する場です。 
問い合わせ先、長寿社会課、地域包括ケア推進係、０８５７－３０－８２１３ 
各総合支所、市民福祉課 
 
高齢者住宅整備資金のかしつけ 
高齢者と同居する世帯に対し、高齢者のために住宅をぞう改築するための資金をかしつけ

します。 
問い合わせ先、長寿社会課、管理係、０８５７－３０－８２１１ 
各総合支所、市民福祉課 
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高
齢
者
の

た
め
に

1

高齢者のために

　認知症介護家族のピアサポートの場です。認知症の本人も家族も希望を持って暮らせるよ
う、情報交換をしながら交流をします。

◦毎月第３金曜日　午前10時～
◦鳥取市役所
　（とき・ところが変更になる場合があります。詳しくは、とっとり市報をご
確認ください。）

●認知症介護家族の集い

と　　　き
と　こ　ろ

　高齢者と同居する世帯に対し、高齢者のために住宅を増改築するための資金を貸し付けし
ます。

◦60歳以上の高齢者と同居している60歳未満の人
◦高齢者の専用居室、浴室、台所、便所、廊下の増改築
◦50万～250万円
◦元利均等半年賦償還、年利3.5％以内（貸付時の財政融資資金の利率に応じ
て決定します。）
◦10年以内（貸付額に応じて変わります。） 
◦連帯保証人が２人必要です。
◦工事着工前に申請が必要です。

●高齢者住宅整備資金の貸付

対　象　者

貸 付 金 額

そ　の　他

対 象 工 事

償 還 期 間

貸付利率等

　介護保険施設などでのボランティア活動を通じての、生きがいづくり・健康づくりを支援
します。活動時間に応じて得られるポイントは、年間10,000円を限度に活動評価ポイント
交付金として受け取ることができます。

◦鳥取市在住で65歳以上の人
◦話し相手、レクリエーションの参加支援、施設の催事の手伝
い、お茶出しや食事の配膳・下膳、清掃・草刈りの補助など

◦評価ポイント１ポイント（活動１時間につき/１日２ポイントまで）あた
り100円で上限10,000円/年
◦鳥取市ボランティア・市民活動センター
　（鳥取市富安二丁目104-2　さざんか会館１階）
　☎ 0857-29-2228

●介護支援ボランティア

対象となる人

活 動 交 付 金

ボランティア活動の内容

問い合わせ・登録先

高齢者の生きがいのために
長寿社会課（本庁舎）　管理係　　　　　　　☎0857-30-8211
　　　　　　　　　　地域包括ケア推進係　☎0857-30-8213
各総合支所市民福祉課（裏表紙をご覧ください。）
市社会福祉協議会　☎0857-24-3180
各総合福祉センター（95ページをご覧ください。）

問 い
合わせ



213文字              21   

高齢者のために 
 
高齢者の生きがいづくりのために、市社会福祉協議会などとともに、様々な事業をおこな

っています。 
 
介護支援ボランティアは、高齢者が、介護支援ボランティア活動を通じて地域貢献するこ

とを、積極的に奨励、支援し、介護予防を推進しています。 
問い合わせ、登録先、鳥取市ボランティア、市民活動センター、 
０８５７－２９－２２２８ 
 
老人福祉センターは、市内に６かしょあり、日常生活の各種相談、教養の向上のための事

業などを実施しています。 
 
老人の明るいまち推進事業では、趣味の教室、スポーツ大会の開催など、各種活動を行っ

ています。 
 
ふれあい、いきいきサロンは、地域のボランティアが中心となり、地域で高齢者が、気軽

に立ち寄れる場所を提供し、ふれあいデイサービスは、地区公民館などでレクリエーショ

ンなどを実施しています。 
 
問い合せ先、市社会福祉協議会、０８５７－２４－３１８０ 
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　老人クラブは、ボランティア活動、友愛活動、趣味の活動、健康増進事業などを通して、
高齢期の生活を健康で豊かなものにすることを目的に、地域で自主的に組織された団体です。
　鳥取市では、明るい長寿社会の実現と保健福祉の向上のため、これらの老人クラブの活動
に対し、支援・助成を行っています。

◦おおむね60歳以上の人
◦おおむね30人以上
◦市社会福祉協議会（地域福祉課）

●老人クラブの活動への支援

組織できる人
組織する人数
問い合わせ先

　日常生活上の各種相談、教養の向上、健康増進などの便宜を総合的に提供する施設です。

施　設　名 所在地 申し込み先
高 齢 者 福 祉 セ ン タ ー 富安二丁目104-1 0857-29-5252

国府町老人福祉センターあかね荘 国府町麻生4-2 0857-22-1880

河 原 町 老 人 福 祉 セ ン タ ー 河原町渡一木277-1 0858-76-3125

佐 治 町 老 人 福 祉 セ ン タ ー 佐治町加瀬木2171-2 0858-89-1022

気 高 町 老 人 福 祉 セ ン タ ー 気高町浜村8-8 0857-82-2727

鹿野町老人福祉センターしかの和泉荘 鹿野町今市651-1 0857-84-3113

青 谷 町 老 人 福 祉 セ ン タ ー 青谷町露谷53-5 0857-85-0220

●老人福祉センター

　高齢者の仲間づくり、健康づくり、生きがいづくりを図るため、様々な活動を行っています。
◦おおむね60歳以上の人
◦「健康講座」、「高齢者作品展」、「各種趣味の教室」、「囲碁・将棋大会」及び
「各種スポーツ大会」の開催、「社会奉仕活動」の促進、「世代間交流事業」
の支援
◦市社会福祉協議会（地域福祉課）

　高齢者を敬愛し、長寿をお祝いするため、各地区での敬老会の開催費用などの一部を助成
するとともに、長寿者に記念品などをお贈りします。

　結婚50周年（金婚）・結婚60周年（ダイヤモンド婚）を迎えるご夫婦を招き、祝賀式典を
開催します。

●老人の明るいまち推進事業

●敬老祝賀事業

●金婚・ダイヤモンド婚記念祝賀式典

利用できる人
事業の内容

問い合わせ

　各地域の高齢者とボランティアが一緒になって自主的に企画運営し、仲間の輪を広げ、い
きいきと元気に暮らすことができるような集いの場づくりを各地域で行っています。

◦市社会福祉協議会（地域福祉課）
◦各総合福祉センター
◦民生委員・児童委員

●ふれあい・いきいきサロン

問い合わせ・申し込み



479文字              22   

高齢者のために 
 
公共交通機関トウ利用助成事業は、６０歳以上の高齢者団体が、研修などのため、貸し切

りバスまたは借り上げバスなどを利用した場合、基本運賃の一部を助成しています。 
また、研修などを受ける際の移動手段として、高齢者介護予防バスを運行しています。 
問い合せ先、市社会福祉協議会、０８５７－２４－３１８０ 
 
鳥取市シルバー人材センターは、高齢者の多彩な技能、経験を活かす仕事を提供していま

す。 
問い合せ先、鳥取市シルバー人材センター事務局、０８５７－２２－００５０ 
 
しょうとく大学は、高齢者が技能や教養を高め、いきいきと社会活動を行うための学習の

場です。 
問い合せ先、鳥取市文化センター、０８５７－２７－５１８１ 
 
このほか、各老人クラブ活動に対して、支援や助成をおこなったり、長寿を祝う敬老祝賀

事業、金婚、ダイヤモンド婚、合同祝賀式典事業を開催しています。 
また、７０歳以上の高齢者やしんしんにしょうがいのある人が、市内の体育、文化、観光

施設を使用する場合には、使用料を無料としています。 
施設によっては、対象となる年齢が異なる場合がありますので、各施設にお問い合せくだ

さい。 
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高齢者のために

　各地域内に居住する閉じこもりがちな高齢者等を対象に地区公民館などで、地域のボラン
ティアと協力しながら、レクリエーション、健康チェックなどを実施しています。

◦市社会福祉協議会（地域福祉課）
◦各総合福祉センター
◦民生委員・児童委員

●ふれあいデイサービス

問い合わせ・申し込み

　60歳以上の高齢者の団体が研修などを受ける際に貸切バス又は借上バスなどを利用した
場合、基本運賃の一部を市が助成します。また、研修などを受ける際の移動手段としては、
高齢者介護予防バスも運行しています。利用条件・利用範囲などについては、申し込みの際
にご確認ください。

◦市社会福祉協議会（地域福祉課）
◦各総合福祉センター 

●公共交通機関利用助成事業など

問い合わせ・申し込み

　高齢者や、介護保険で要介護認定の方、心身に障がいのある方が、市内の体育・文化・観
光施設を使用する場合は、利用料金を減額しています。

　ア　70歳以上の人（一部の施設は、対象年齢が異なる場合があります。）
　イ　介護保険法の規定による要支援者、要介護者
　ウ　身体障害者手帳､ 療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、特定医療費（指

定難病）医療受給者証又は障害福祉サービス受給者証の所持者
※会議室、研修室などの使用料や設備、器具使用料は、対象となりま
せん。

　高齢者の社会参加の促進、生きがいの充実を目的として、高齢者の多彩な技能・経験を活
かす仕事を提供しています。また、技能講習会・シルバー派遣事業なども実施しています。

◦60歳以上の人
◦育児の手伝い、福祉サービス、自動車の運転、事務補助、調理補助、物品
管理、施設管理、商品陳列、施設清掃、など
◦センター事務局（富安二丁目　高齢者福祉センター内）☎ 0857-22-0050
◦毎月第２・４火曜日　午後２時から予約不要（センター内研修室）

　高齢者がいきいきと社会活動を行うための学習の場です。
　ア　技能を高める講座　４講座（書道、彫刻、民芸、絵画）
　イ　教養を高める講座　４講座（貢献、社会、健康、郷土）

◦おおむね60歳以上の人
◦鳥取市文化センター　☎ 0857-27-5181

●市立施設の利用料金の減額

●（公社）鳥取市シルバー人材センター

●高齢者生きがい促進総合事業（麒麟のまちアカデミー　鳥取市尚徳大学）

対　象　者

会 員 登 録

対　象　者

作 業 種 類

問い合わせ

相 談 窓 口
入会説明会



462文字                23  

高齢者のために 
高齢者の健康づくり 
 
健康チェックをしたいときは 
健康診査をうけることができます。医療機関での健診や集団健診を実施しています。 
 
健康に関する学習をしたいときは 
健康学習会をご希望に応じて実施します。 
 
通院が困難な人で、歯の心配がある人は 
６５歳以上の通院の困難な人を対象に、歯科医師が家庭トウを訪問して、歯科健診やこうくう衛生

指導を行います。 
問い合わせ先、健康子育て推進課、健康づくり係、０８５７－３０－８５８１、 
こくふちょう総合支所内、鳥取東保健センター、０８５７－３０－８６５９、 
各総合支所、市民福祉課 
 
インフルエンザ予防接種事業 
対象は満６５歳以上の人、及び満６０歳以上、６５歳未満で、心臓、腎臓、呼吸器の機能に、日常

生活が極度に制限される程度のしょうがいのある人、ヒト免疫不全ウイルスによる、免疫機能のし

ょうがいにより、日常生活が、ほとんど不可能な程度の人です。 
接種期間は市報などでお知らせします。 
 
高齢者肺炎球菌感染症の予防接種 
ご希望の人に高齢者肺炎球菌感染症の予防接種を行っています。 
対象者は、その年度に満６５歳になる人で、令和元年度から令和５年度までは経過措置として、６

５歳以上の人を順次対象者として実施しています。 
 
問い合わせ先、保健医療課、感染症疾病係、０８５７－３０－８６４０ 
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５　高齢者の健康づくり

健康チェックをしたいときは

　今の健康を維持増進するために年１回は、健康診査を受けましょう（61ページをご覧くだ
さい。）。

　健康づくりについての学習会などを実施します（内容については、相談に応じます。）。
◦健康・子育て推進課（駅南庁舎）健康づくり係　☎ 0857-30-8581
◦鳥取東保健センター（国府町総合支所内）　☎ 0857-30-8659
◦各総合支所市民福祉課

　通院が困難な高齢者などを対象に、在宅・施設において歯科医師による歯科検診及び歯科保
健指導を実施しています。

◦無料。ただし、歯科治療は、医療保険で対応。
◦おおむね65歳以上の、通院が困難な人
◦施設利用者（各施設単位により実施）
◦健康・子育て推進課（駅南庁舎）健康づくり係　☎ 0857-30-8581

健康診査

地区公民館や集会所などで

健康に関する学習をしたいときは

問い合わせ

料　　　金
対　象　者

通院が困難で歯の心配がある人は

問い合わせ

◦市報などでお知らせします。
◦保健医療課（駅南庁舎）感染症・疾病対策係　☎ 0857-30-8640

期　　　間
問い合わせ

対　象　者
　ご希望の人にインフルエンザ予防接種費用の助成を行っています。

◦満65歳以上の人
◦満60歳以上65歳未満の人で心臓、じん臓若しくは呼吸器の機能に自己の身
辺の日常生活活動が極度に制限される程度の障がいを有する人又はヒト免
疫不全ウイルスによる免疫機能の障がいで日常生活がほとんど不可能な程
度の人。ただし、心臓、じん臓、呼吸器の機能又はヒト免疫不全ウイルス
による免疫の機能の障がいについて、身体障害者手帳１級を有する人又は
障がいの程度が同等と証明できる人

●インフルエンザ予防接種

インフルエンザ予防接種、高齢者肺炎球菌感染症
の予防接種を受けたいときは
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高齢者のために 
 
健康に関する相談は 
保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士がご相談に応じます。電話での相談もお受けします。 
問い合わせ先、健康子育て推進課、健康づくり係、０８５７－３０－８５８１、 
食育推進係、０８５７－３０－８５８２、 
こくふちょう総合支所内、鳥取東保健センター、０８５７－３０－８６５９ 
各総合支所、市民福祉課 
 
認知症に関する相談は 
地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、認知症初期集中支援チームがご相談に応じます。 
問い合わせ先、各地域包括支援センター 
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高齢者のために

　ご希望の人に高齢者肺炎球菌感染症の予防接種費用の助成を行っています。
◦満65歳の人
◦令和元年度から令和５年度までは経過措置として65歳以上の人を順次対象
者として実施
◦対象者に接種券を送付します。
◦市報などでお知らせします。
◦保健医療課（駅南庁舎）感染症・疾病対策係　☎ 0857-30-8640

●高齢者肺炎球菌感染症の予防接種

期　　　間

対　象　者

問い合わせ

　保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士が健康に関する相談をお受けしています。
　お気軽においでください。また、お電話でのご相談もお受けします。

◦月曜日～金曜日（祝日を除く。）　午前８時30分～午後５時15分
◦健康・子育て推進課（駅南庁舎）健康づくり係　☎ 0857-30-8581
　　　　　　　　　　　　　　　食育推進係　　☎ 0857-30-8582

　健康に関するご相談をお受けしています。相談日など詳細は、お問い合せください。
◦鳥取東保健センター（国府町総合支所内）　☎ 0857-30-8659
◦各総合支所市民福祉課

健康・子育て推進課

鳥取東保健センター・各総合支所

健康に関する相談をしたいときは

日　　　時
問い合わせ

問い合わせ

ア　地域包括支援センター
　認知症のことや介護の悩みなどの相談をお受けします。

◦各地域包括支援センター（12ページをご覧ください。）

イ　認知症地域支援推進員
　認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、認知症の人やその家族の
相談をお受けし、本人と家族が希望を持って生活できるよう、地域や関係機関との調整を
行います。

◦各地域包括支援センター（12ページをご覧ください。）

ウ　認知症初期集中支援チーム
　認知症が疑われるが認知症の診断を受けていない人や、介護保険サービスを使っていな
い人などを対象に、医師や保健師、社会福祉士などの専門職がチームを作って、ご家庭を
訪問し、認知症についての相談に対応し、状況に応じて必要な医療や介護等のサービスが
受けられるよう支援します。

◦各地域包括支援センター（12ページをご覧ください。）

問い合わせ

認知症に関する相談をしたいときは

問い合わせ

問い合わせ
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高齢者のために 
 
家庭訪問をしてほしいときは 
保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士が訪問し、栄養、運動、休養トウの相談に応じます。 
問い合わせ先、健康子育て推進課、健康づくり係、０８５７－３０－８５８１、 
食育推進係、０８５７－３０－８５８２、 
こくふちょう総合支所内、鳥取東保健センター、０８５７－３０－８６５９ 
各総合支所、市民福祉課 
 
高齢者のはり、きゅう、マッサージせじゅつ費助成 
７５歳以上の人、又は６５歳以上の後期高齢者医療制度の被保険しゃで、所得税及び市民税が非課

税で、かつ、後期高齢者医療被保険しゃについては、後期高齢者医療保険料を納付済のかたに対し

て、はり、きゅう、マッサージのせじゅつに要する費用の一部を助成する制度です。 
１回につき、１，０００円以内、年間１２回を上限に助成します。 
期間は、毎年６月１日以降、保険証など本人確認できるものを持参の上、申請してください。 
問い合わせ、申請先、保険年金課、長寿医療係、０８５７－３０－８２２５、 
各総合支所、市民福祉課 
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　保健師、看護師、管理栄養士、歯科衛生士がご家庭を訪問して、健康の保持・増進を図るた
め、栄養、運動、休養などの相談に応じます。

◦健康・子育て推進課（駅南庁舎）健康づくり係　☎ 0857-30-8581
　　　　　　　　　　　　　　　食育推進係　　☎ 0857-30-8582
◦鳥取東保健センター（国府町総合支所内）　☎ 0857-30-8659
◦各総合支所市民福祉課

家庭訪問をしてほしいときは

問い合わせ

　75歳以上の人又は65歳以上の後期高齢者医療制度の被保険者で、所得税及び市民税が非課
税で、かつ、後期高齢者医療被保険者については後期高齢者医療保険料を納付済みの方に対し
て、はり・きゅう・マッサージの施術に要する費用の一部（１回につき1,000円を上限、１年
につき12回以内）を助成する制度です。

◦毎年６月１日～翌年５月31日（申請月により年間の利用回数が少なくなり
ます。）
◦毎年６月１日以降、保険証など本人確認できるものを持参し、保険年金課
（本庁舎１階13番窓口）又は各総合支所市民福祉課まで
◦保険年金課（本庁舎）長寿医療係　☎ 0857-30-8225
◦各総合支所市民福祉課

高齢者はり・きゅう・マッサージ施術費助成

助 成 期 間

申　　　請

問い合わせ

❷障がいのある人のために


